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第
２
位

仙台市

160,210 千円 9.0%

２２　公益財団法人みやぎ産業振興機構

所 在 地 仙台市青葉区上杉一丁目１４番２号

出
資
等
の
状
況

第
１
位

宮城県

1,276,776 千円 71.6%

代 表 者

電　　　話 022-222-1310（代表） ファックス 　022-263-6923
第
３
位

七十七銀行

60,000 千円 3.4%

団体分類 自立支援団体 県主務課
経済商工観光部 第

４
位

東北電力

中小企業支援室 40,000 千円 2.2%

当該財団

71.6% 35,627 千円 2.0%

設立目的
（定款等）

　中小企業等の経営の革新及び創業の促進並びに経営基盤強化等
のための支援事業を行い、もって宮城県の産業の振興に寄与する。

そ
の
他

その他

210,590

県出資額
・割合

1,276,776 千円
ホームページ https://www.joho-miyagi.or.jp/

第
５
位

事業名
事業費　(単位：千円)

事業内容
令和３年度 令和４年度 令和５年度

千円 11.8%

出資等総額 1,783,203 千円

事業2
支援センター事業
（事業支援）

226,222 227,783 235,037 経営革新・創業支援、水産加工業企業力強化支
援、アグリビジネス支援、次世代リーダー育成15.6% 17.4% 14.9%

事業1 提案公募型技術開発事業
267,075 188,743 408,283 戦略的基盤技術高度化支援事業（サポイン事業）、成

長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech事業）37.4% 31.9% 48.2%

事業3 中小企業活性化協議会事業
220,224 174,417 203,348 中小企業再生支援
15.2% 13.3% 12.8%

全体事業費 1,446,499 1,309,722 1,582,623 指定管理者

その他
の事業

チャレンジ応援基金事業、被災中小
企業施設・設備整備支援事業 等

732,978 718,779 735,955 新商品等開発支援、被災貸付事業、取引あっ
せん、商談会開催、設備貸与事業 等50.7% 54.9% 46.5%

上記３
への対応

　令和５年度も当団体は宮城県の中核的産業支援機関として県内産業の振
興に尽力した。具体的には、円滑な事業承継や成長発展を図るために不可
欠な中核人材等を育成する次世代リーダー塾を開講したほか、中小企業活
性化協議会事業においては、中小企業者の収益力改善、事業再生、再生
チャレンジ等を支援した。また、中小企業者等デジタル化支援事業では、生産
性向上や省力化を図るためのデジタル技術の導入支援も実施した。

　県の施策と足並みを揃え、中小企業の総合的支援、震災からの復興・再
生・発展支援を実施している。令和５年度は、引き続き中小企業等の生産性
向上を目的としてデジタル化の取組の支援や、中小企業活性化協議会の設
置を通して、県内企業の収益力改善や事業再生を支援した。

組織運営の
健全性　※1

　組織統制に関する規程等、諸規程を整備しており、コンプライアンスの確保
にも努めている。また、公認会計士と税理士が会計業務に関与しているほ
か、事業内容・財務情報等をHPで公開しており、組織運営の透明性確保にも
取組んでいる。支援業務の遂行に関しては、過年度に引き続き、支援先への
アンケートを実施しており、その結果を今後の支援業務の推進や改善に活か
していく。

　　県の規程を基準とした組織統制に関する規程等の諸規程を整備し、コンプ
ライアンスに関する規程を定めているほか、団体の目的である中小企業の支
援に関し、支援企業からの意見集約を行い、外部委員等の評価を含め、実施
事業の評価を実施するなど、健全な組織運営が図られている。引き続き適正
な組織運営が図られるよう助言・指導を実施していく。

A

現在の団体としての公益的使命・役割・目標 県が期待する団体の役割（県施策との関連等）

　中小企業の経営の革新及び創業の促進並びに経営基盤強化等のための
支援事業を行うとともに、被災企業の復興・再生・発展支援や中小企業の事
業承継支援等を実施し、宮城県の産業振興に寄与する。

　宮城県の中核的産業支援機関として、「富県宮城」実現のため、
販路開拓・取引拡大、事業承継等の「経営基盤強化」や、新事業・
新産業創出等の「経営革新・創業」など、中小企業への総合的な支
援を実施する必要がある。また、震災からの復興・再生・発展支援
に向けて、被災中小企業設備等復旧貸付事業をはじめとする復興
支援メニューも必要とされている。今後も人員等有効な資源活用に
より、県の産業を振興する取組のさらなる充実が期待される。

項目 団体による自己評価 県（主務課）の所見
参考
指標

※1　上記ロ及びハにおける「団体による自己評価」・「県（主務課）の所見」及び「参考指標」は、それぞれの項目に係る経営評価指標に基づき記載しているもの。

財務の
健全性　※1

　令和４年度まで２期続けて経常増減額及び正味財産増減額がマイナスで
あったが、当期にプラスへ転じた。借入金依存度は毎期90％超だが、そのほ
とんどが被災資金貸付事業（東日本大震災、台風19号）を実施するための県
借入金である。
　被災貸付先からの回収を着実に進めており、借入金依存度は低下（改善）
傾向にある。また、自主財源の確保に向けては、適正な受益者負担や一般管
理費の確保等に取り組んでいる。中・長期の財務シミュレーションも行ってお
り、今後とも継続的な財源確保に取り組んでいく。

　経常収益の増加により、令和４年度まで２期連続でマイナスとなっていた当
期経常増減額がプラスとなった。また、借入金の9割以上が被災貸付事業実
施のための原資であり、復興事業に活用されているものである。このため借
入金依存度は高いものの、貸付先からの償還が進んでおり当該指標も僅か
ずつではあるが改善傾向にある。
　収支相償を図りながら、引き続き安定した財務状況を維持することが期待さ
れると考えているが、今後も適切な債権管理や受益者負担等による財源確保
について、取組を進める必要がある。

B

総合評価・今後
の方向性と課題

　当団体の公益的使命を果たすべく、宮城県の中核的産業支援機関として県
内産業の振興に尽力した。特に、各種事業情報を県内企業向けに展開すべ
く、戦略的なPR広報を図るため、HPをリニューアルしたほか、ITインフラの再
構築を進めており、これらについては、今後も継続的に取組んでいく。
　令和６年度事業計画においては、次世代中核企業の育成、中小企業者の
デジタル化推進、自動車関連産業のCASE対応の支援なども掲げ、社会情勢
の変革にも対応した持続可能な企業活動支援を進めていく。
　今後も県の施策と足並みを揃え、組織力の向上を図り、県内中小企業の
「成長発展」・「経営力強化」・「創造的再生」（経営ビジョン2022より）に向けた
三本柱支援を展開していく。

　　組織運営は適正に実施されており、財務の健全性確保についても継続し
た取組みが図られている。「富県宮城」実現のため、今後も県の中核的産業
支援機関として、中小企業の継続的な支援が必要とされる。引き続き適正な
財政規模・人員配置について助言を行っていく。

総合
評価

B

https://www.joho-miyagi.or.jp/


５　経営状況　（単位：千円）

※2　委託金：随意契約によるものが対象。指定管理者制度に係る管理委託料は、非公募により選定された場合が対象。
（なお、非公募で指定管理者となった団体で利用料金収入がある場合は、利用料金収入を含めた額を計上している。）

※3　総収入＝経常収益＋経常外収益＋当期指定正味財産増加額【正味財産増減計算書】

６　主な経営指標

７　組織・役職員の状況

( ） ( ） ( ）
( ） ( ） ( ）

%

区分 令和３年度 令和４年度 令和５年度 増減(R5－R4)

14,287,911 △ 6,528
固定資産 77,068,461 75,601,359 74,293,609 △ 1,307,750

貸
借
対
照
表

資産合計 91,829,749 89,895,798 88,581,520 △ 1,314,278
流動資産 14,761,288 14,294,439

123,894
負債合計 89,664,795 87,762,675 86,361,256 △ 1,401,419

うち基本財産 288,400 276,204 400,098

固定負債 86,907,621 84,841,409 83,159,991 △ 1,681,418

流動負債 2,757,174 2,921,266 3,201,265 279,999

△ 2,008,837
正味財産合計 2,164,954 2,133,123 2,220,264 87,141

うち長期借入金 84,184,298 81,823,136 79,814,299

一般正味財産 284,254 274,619 249,865 △ 24,754

指定正味財産 1,880,700 1,858,504 1,970,399 111,895

正
味
財
産
増
減
計
算
書

経常収益 1,461,041 1,366,991 1,640,398 273,407
うち事業収益 489,724 499,614

うち管理費 64,190 66,904 57,312 △ 9,592

562,067 62,453
経常費用 1,510,690 1,376,626 1,639,935 263,309

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 49,649 △ 9,635 463 10,098
当期経常増減額 △ 49,649 △ 9,635 463 10,098

経常外収益 0 0 312,988 312,988
経常外費用 3,097 0 338,204 338,204

当期経常外増減額 △ 3,097 0 △ 25,216 △ 25,216
当期一般正味財産増減額 △ 52,746 △ 9,635 △ 24,753 △ 15,118
当期指定正味財産増減額 △ 88,736 △ 22,196 111,895 134,091

当期正味財産増減額 △ 141,482 △ 31,831 87,142 118,973

20,836
負担金 0 0 0 0

県
の
財
政
的
関
与

補助金 521,937 523,957 527,556 3,599
委託金　※2 0 14,444 35,280

補助金等合計 521,937 538,401 562,836 24,435
総収入　※3 1,449,041 1,357,008 2,065,280 708,272

総収入に対する補助金等割合 36.0% 39.7% 27.3%
単年度貸付額 502,306 518,163 422,062 △ 96,101

評価項目 算式等 令和３年度 令和４年度 令和５年度 増減(R5-R4)

年度末貸付金残高 86,468,530 84,335,701 82,320,215 △ 2,015,486
損失補償（債務保証）残高 5,382,748 5,366,748 5,365,000 △ 1,748

流動比率 流動資産÷流動負債×100 535.4% 489.3% 446.3% -43.0%
正味財産比率 正味財産合計÷資産合計（総資産）×100 2.4% 2.4% 2.5% 0.1%

経常利益率 当期経常増減額÷経常収益×100 -3.4% -0.7% 0.0% 0.7%
借入金依存度 （長期借入金＋短期借入金）÷資産合計（総資産）×100 94.7% 94.2% 93.5% -0.7%

（人）

役職員の人数
令和４年度

（実績）
令和５年度

（実績）
令和６年度

（6月末現在）
令和５年度における
常勤役職員の状況

管理費比率 管理費÷経常収益×100 4.4% 4.9% 3.5% -1.4%

2 2 常勤役員
非常勤（うち県退職者） 9 3 8 2 9 2
常勤 　（うち県退職者） 2 2 2 2

平均年齢(歳) 65.0

職員

常勤職員　（※4） 47 49 42 平均年収
（千円）

5,323
プロパー職員

役員

常勤職員（プロパー）

県派遣職員 6 6 6 平均年齢(歳) 44.4

29 28 26
県退職者 5 6 4

その他の派遣職員 7 9 6 平均年収
（千円）

6,397
上記以外の職員（※5） 64 61 62

5.71 不足数 0.0

※4　常勤職員：プロパー職員、県派遣・県退職者、その他の派遣職員（県以外の自治体、民間企業等）を指すもの。

※5　上記以外の職員：任期付職員、契約社員、嘱託、非常勤職員、臨時職員及びパート・アルバイト等、常勤職員に該当しない職員の合計を指すもの。
※6　6月1日現在で、公共職業安定所に提出する『障害者雇用状況報告書』の数値を掲載しているもの。（法定雇用率が課せられている団体のみ記載)
　 　【除外率が適用となる団体は、除外率適用後の常用労働者数に基づき記載】

障害者雇用の状況　（※6） 法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者数 87.5 雇用障害者数 5.0 実雇用率



別記様式第３号　経営評価シート

１　組織運営の健全性に関する指標

№ 項目

1

0

1

0

1

0

1

0

1

0

■

■

■

■

■

■

■

■

施設等管理規程 ■

■

2

1

0

1

0

1

②行っていない。

２２　公益財団法人みやぎ産業振興機構

評価内容 評価

1

経営方針 経営方針を明確にし、職員
に周知しているか。
〔指標〕
　✓経営方針の職員等への
周知の有無

①周知している。

1

②周知していない。

0

②設置又は配置していない。

3

内部統制 必要な業務規程を整備して
いるか。
〔指標〕
　✓右欄に掲げる業務規程等
の整備状況

①８項目以上整備

1

②８項目未満整備

2

組織体制 経営幹部へ民間等経験者を
含む多様な人材を登用して
いるか。
〔指標〕
　✓役員に民間企業等出身者
を登用・配置の有無

①登用している。

1

②登用していない。

人材育成の取組を行ってい
るか。
〔指標〕
　✓人材育成や内部登用、
独自の人材確保の取組の有
無

①行っている。

決裁規程

給与規程

退職手当規程

業務継続計画（ＢＣＰ）

ＤＸ推進に向けた体制を整
備しているか。
〔指標〕
　✓ＤＸについて検討・推進
を行う部署の設置又は担当者
の配置の有無

①設置又は配置している。

就業規則

役員報酬規程

職務分掌規程

会計規程

契約規程

実効的な外部監査を受けて
いるか。
〔指標〕
　✓公認会計士・税理士の関
与の有無

①公認会計士・税理士による監事（監
査役）監査の実施又は監査法人による
監査の実施。

組織内の業務監査体制を整
備しているか。
〔指標〕
　✓組織内の業務監査体制の
整備の有無

①整備している。

1

②整備していない。

2
②公認会計士・税理士による定期的な
指導を受けている。

③公認会計士・税理士による関与はな
い。



№ 項目 評価内容 評価

内部統制

2

1

0

■

■

■

■

■

■

■

■

■

■

□

2

1

0

■

■

■

■

■

11

参考
指標

A

3

適切に情報公開を行ってい
るか。
〔指標〕
　✓右欄に掲げる資料の団体
ホームページにおける公開状
況

①下記のうち、６項目以上（会社法法
人・その他の法人は４項目以上）を公
開している。

2

②下記のうち、６項目未満（会社法法
人・その他の法人は４項目未満）を公
開している。

③ホームページで公開していない。

コンプライアンスに関する
取組を行っているか。
〔指標〕
　✓右欄に掲げる取組の実施
状況

①３項目以上実施している。

定款(寄附行為）

役員等名簿

事業計画書

収支予算書

事業（営業）報告書

収支計算書

貸借対照表

損益計算書（正味財産増減計算書）

財産目録

キャッシュフロー計算書（作成してい
る場合）

役員の報酬・退職金に関する規定

2

②１～２項目実施している。

③実施していない。

○コンプライアンスに関する規程を整
備している。

○マニュアル等を作成し、職員に配布
する等周知を図っている。

○職員に対する啓発等研修の場を設定
している。

○公益通報者保護法に基づく公益通報
制度を設けている。

○その他、コンプライアンス経営を充
実するための取組を実施している。

合計（12点満点）

団体による自己評価
（概況、上記指標以外の取組実績、今後の課題・

対策等）
県（主務課）の所見

　組織統制に関する規程等、諸規程を整備してお
り、コンプライアンスの確保にも努めている。ま
た、公認会計士と税理士が会計業務に関与してい
るほか、事業内容・財務情報等をHPで公開してお
り、組織運営の透明性確保にも取組んでいる。支
援業務の遂行に関しては、過年度に引き続き、支
援先へのアンケートを実施しており、その結果を
今後の支援業務の推進や改善に活かしていく。

　　県の規程を基準とした組織統制に関する規
程等の諸規程を整備し、コンプライアンスに関
する規程を定めているほか、団体の目的である
中小企業の支援に関し、支援企業からの意見集
約を行い、外部委員等の評価を含め、実施事業
の評価を実施するなど、健全な組織運営が図ら
れている。引き続き適正な組織運営が図られる
よう助言・指導を実施していく。

＜参考指標＞

合計点が

9～12点の場合：Ａ（概ね良好）

6～ 8点の場合：Ｂ（改善の余地あり）

3～ 5点の場合：Ｃ（改善措置が必要）

0～ 2点の場合：Ｄ（大いに改善措置が必要）



２　財務の健全性に関する指標

№ 項目

①３期連続黒字（増加） 3

②当期黒字（増加）
　又は
　当期赤字（減少）かつ2期黒字（増加）

2

③当期赤字（減少）かつ１期黒字（増加） 1

④３期連続赤字（減少） 0

①３期連続黒字（増加） 3

②当期黒字（増加）
　又は
　当期赤字（減少）かつ2期黒字（増加）

2

③当期赤字（減少）かつ１期黒字（増加） 1

④３期連続赤字（減少） 0

①当期≧０（累積欠損金なし） 2

②当期＜０（累積欠損金あり） 0

①当期≧３０％ 2

②当期＜３０％ 0

①当期≦正味財産（自己資本）比率、借入
金なし

1

②当期＞正味財産（自己資本）比率 0

①当期≧１００％ 1

②当期＜１００％ 0

7

参考
指標

B

評価内容 評価

1

採算性 経常的な活動は赤字傾向にないか。
〔指標〕
　✓正味財産増減計算書：経常増減額
　✓損益計算書：経常損益
　✓収支計算書：事業収入-(事業費＋管
理費)

2

事業活動全体は赤字傾向にないか。
〔指標〕

　✓正味財産増減計算書：正味財産増減
額
　✓損益計算書：純利益（損失）
　✓収支計算書：収支差額

2

累積欠損金はないか。
〔指標〕
　✓公益法人会計：正味財産合計-出資等
合計
　✓企業会計　　：利益剰余金

2

2

安全性 財務は安定しているか。
〔指標〕正味財産(自己資本)比率の状況
　✓正味財産合計（純資産）÷資産合計
×100

0

借入金に依存していないか。
〔指標〕借入金依存度の状況
　✓（短期借入金＋長期借入金）÷資産
合計×100

0

十分な支払能力を維持しているか。
〔指標〕流動比率の状況
　✓流動資産÷流動負債×100 1

合計（12点満点）

団体による自己評価
（概況、今後の課題・対策等）

県（主務課）の所見

　令和4年度まで2期続けて経常増減額及び正味財
産増減額がマイナスであったが、当期にプラスへ
転じた。借入金依存度は毎期90％超だが、そのほ
とんどが被災資金貸付事業（東日本大震災、台風
19号）を実施するための県借入金である。
　被災貸付先からの回収を着実に進めており、借
入金依存度は低下（改善）傾向にある。また、自
主財源の確保に向けては、適正な受益者負担や一
般管理費の確保等に取り組んでいる。中・長期の
財務シミュレーションも行っており、今後とも継
続的な財源確保に取り組んでいく。

　経常収益の増加により、令和4年度まで2期連
続でマイナスとなっていた当期経常増減額がプ
ラスとなった。また、借入金の9割以上が被災
貸付事業実施のための原資であり、復興事業に
活用されているものである。このため借入金依
存度は高いものの、貸付先からの償還が進んで
おり当該指標も僅かずつではあるが改善傾向に
ある。
　収支相償を図りながら、引き続き安定した財
務状況を維持することが期待され、今後も適切
な債権管理や受益者負担等による財源確保につ
いて、取組を進める必要がある。

＜参考指標＞

合計点が

10～12点の場合：Ａ（概ね良好）

6～ 9点の場合：Ｂ（改善の余地あり）

3～ 5点の場合：Ｃ（改善措置が必要）

0～ 2点の場合：Ｄ（大いに改善措置が必要）


